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11,000

教育振興費

事業名 少人数学級編制費

事業費 11,000千円

財源内訳

（千円）

実

　

施

　

概

　

要

児童・生徒が基本的な生活習慣を身に付けること、基礎学力の定着、学力の向上を目的として、きめ細かい教育を行うため、小中

学校全学年で少人数学級編制を行います。

　○小学校１～３年生：３０人学級（これまでと同様）　→町が負担する加配教員　２名

　○小学校４～６年生：３５人学級（平成２４年度から）　→町が負担する加配教員　なし

　○中学校１～３年生：３０人学級（これまでと同様）　→町が負担する加配教員　２名

款 9 教育費

項 小学校費／中学校費

一般財源

目 2

引き続き検討する

その他

一般財源

町

長

裁

定

実施する

裁

定

結

果

　主管課の検討どおりとします。

事業費 千円

実施しない

財源内訳

（千円）

引き続き検討する

その他

一般財源 11,000

　主管課の検討どおりとします。

11,000

企

画

財

政

課

長

査

定

実施する

査

定

結

果

事業費 11,000千円

実施しない

財源内訳

（千円）

11,000千円

実施しない

財源内訳

（千円）

引き続き検討する

その他

一般財源

電話番号 73-1301

主

管

課

要

求

実施する

検

討

結

果

　県は３５人学級について、教室が不足し３５人以上となるクラスは、加配教員１人を配置し教

員２人体制とする方針です。

　本町では、これまで行ってきた小学校１～３年生と中学校全学年での３０人学級編制に加

え、小学校４～６年生で３５人学級とするための予算を要求します。

　なお、これに伴って教室が不足することはありません。

事業費

件

　

名

３５人学級への対応につい

て

提

案

内

容

　県は、来年度から小中学校全クラスを３５人学級にする方針のようだが、町もその方向で向

かうのか。その場合、県の方針である３５人学級と現在、町独自で進めている３０人学級との

差はどうするのか。

　また、３０人学級を全学年に適用する場合、教室が足りず物理的に不可能な小学校もあるよ

うだが、対応方針はあるのか。

主管課 教育委員会

「協働のまちづくり」予算会議

意見、提案等検討結果説明シート意見、提案等検討結果説明シート意見、提案等検討結果説明シート意見、提案等検討結果説明シート

整理番号 2

更新日時 平成24年 3月 6日


